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社団法人日本環境アセスメン ト協会

会 長 梶谷 修

明けましておめでとうございます。

2011年 の新しい年を迎え、今年一年の皆さまのご

多幸とご健勝を心より祈念いたします。

当協会は、環境アセスメントの実務に携わる日本

唯一の全国的な団体として、技術の向上と技術者の

育成そして普及・啓発を進めてまいりました。今年

で発足して34年 目、社団法人として12年 目を迎え、

協会の新事務所も昨年9月 に移転し、新たな装いで

新年を迎えています。

本年においては、協会活動にとって大きな契機と

なる、環境影響評価法施行10年の見直し「環境影響

評価法改正案」の速やかな成立が期待されます。法

改正案成立の際には、記念の公開セミナーの開催を

予定しています。また、法制度の円滑な実施のため

に、計画段階や事後調査、新規事業の環境影響評価

など国内外の環境アセスメントの制度・技術の新た

な展開に向けて、セミナー・研修、研究等を推進し

てまいります。

戦略的環境アセスメント (SEA)の実施に向けて

は、環境省や国土交通省のガイドライン等をはじめ、

各自治体での計画段階の環境影響評価条例の整備、

拡大が推進されるものと考えられ、平成20年度に協

会がまとめた「戦略的環境アセスメント実務ガイド」

の更なる充実を図るなど、SEAの普及を進めてまい

ります。

生物多様性の保全及び地球温暖化対策等における

環境配慮手法等、環境アセスメント技術の研究開発

については研究会を設け自主研究を進めています。

生物多様性に関しては、昨年10月 にCOP10(生物多

様性条約第10回締約国会議)を支援し、COP10パー

トナーシップ事業として、「都市環境における生物

多様性」をテーマに公開セミナーを名古屋で開催し

ました。

信頼性の向上と人材育成を目的とした「環境アセ

スメント士」認定資格制度は、7年 目を迎えます。

この間、受験者約9"名、資格登録者3%名 に達しま

した。今年は、特に資格の活用につき、国、自治体

等への普及・広報にさらに力を入れていきますとと

もに、環境アセスメント士の交流の場作 りを進めて

まいります。また、CPD(継続教育)単位の審査・

認定等「資格更新の手引き」を昨年8月 に公表しま

したが、本年5月 末に、第1回 にあたる平成17年度資

格取得者186名 が5年間の資格更新時期を迎えます。

海外交流については、今年1月 に韓国環境影響評

価協会との定期的技術交流会をソウルで実施する予

定ですが、今後とも韓国、中国との交流等も含め、

東アジアを中心とした海外交流を推進し、海外の環

境アセスメント技術の普及と情報交流に努めてまい

ります。

公益法人制度改革による新法人への申請について

は、昨年6月 の総会において「一般社団法人への移

行」が承認され、公益法人制度改革検討特別委員会

において準備を進めています。申請の基本となる定

款変更の原案等を会員の皆さまに提示し、意見をう

かがったうえで、本年5月 の総会で議決したいと考

えています。

本年は以_Lの重点施策に加え、会員の新規獲得に

向けた検討も始めてまいります。

協会を取 り巻く経済環境は厳しい状況が続いてお

り、今後の景気の先行きは依然として不透明ですが、

持続可能な社会を構築するための取 り組みは一層進

展していくものと期待されます。環境影響評価法改

正案の成立を大きな契機として、環境アセスメント

の領域の拡大と多様化への対応に向け、持続可能な

社会を創成するための新しい環境アセスメントを育

成・展開してまいります。

最後に、主務四省はじめ、会員の皆さま、関係各

位のご支援、ご協力をよろしくお願い申し上げまし

て、新年のご挨拶といたします。
―
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「カーボン・オフセツト」

わが国における地球温暖化対策の明確な成果は、

京都議定書で国際的に約束した温室効果ガスの削

減目標を確実に達成していくことで得られるもので

あり、政府、自治体、企業や国民など幅広い主体が、

自発的な温室効果ガスの排出削減に向けて総力を

あげて取り組む必要がある。

近年、温室効果ガスの排出削減のインセンテイブ

として期待され、活動の広がりを見せている取り組

みにカーボン。オフセットとオフセット・クレジットの

活用があげられる。

カーボン・オフセットは、温室効果ガスリF出削減の

補完手段として費用対効果が高く、企業や自治体イ

メージの差別化やブランド化という視点からもCSR

やマーケテイングと連動して導入が検討されている。

また、オフセット・クレジットについては、その信頼性

を確保する仕組みが構築されてきている。

今回の特集では、カーボン・オフセットとオフセット・

クレジットの意義、取り組みの現状と課題について概

観するとともに、地方自治体や民間企業の具体的な

取り組みを紹介する。

"―

ボン・オフセットの意義
教授 奥 真美

1.気候変動政策における力…

ボン・オフセツトの位置付け
2008年に公表されたIPCC(気候

変動に関する政府間パネル)の第4

次評価報告書は、20世紀半ば以降に

観測された世界平均気温の上昇のほ

とんどは、人為起源の温室効果ガス

の増加によってもたらされた可能性

がかなり高い (可能性が90%以上で

ある)と して、現在の温暖化傾向が

主に人為的活動に起因していること

をほぼ断定した。現在、人為的にJト

出される温室効果ガスの量は炭素換

算で年間72億 tで、自然吸収量の31

億tの 2倍以上に達している。このこ

とは、大気中の温室効果ガスの濃度

を安定化させるためには、人為的排

出量と自然吸収量をバランスさせる

必要があり、化石燃料起源の人為的

排出量を少なくとも約6割 は削減し

なければならないことを意味する。

こうした科学的知見を受けて、い

まや気候変動問題は、世界が共通に

対応しなければならない喫緊の課題

として認識されるに至っている。

2008年から2012年 までを対象期間

とする京都議定書のもとでの温室効

果ガスの削減はもとより、2013年以

降についても具体的で実効性のある

ロードマップを描いていくことが、
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国際社会及び各国・地域には求めら

れている。そこで、たとえば、EU

では、2020年 までに1990年 比で

20%の温室効果ガスを削減し、エネ

ルギー消費量に占める再生可能エネ

ルギーの割合を20%、 バイオ燃料の

交通燃料消費に占める割合を10%に

し、エネルギー効率の20%改善を図

るといった具体的な数値目標とあわ

せて、その達成に向けて、国別の法

定目標値の設定、排出量取引制度

(EU‐ ETS)の拡大 。強化、再生可

能エネルギーの導入促進、炭素回収

貯留技術 (CCS)の 開発と活用な

どを主要な柱とする政策パッケージ



を打ち出している。また、イギリス

でも、2008年 に気候変動法を成立

させて、90年比で2020年 までの26%、

2050年 までに80%の温室効果ガス

削減という目標値を法定のものとす

るとともに、カーボン・バジェット

の導入、独自の国内取引制度や特定

事業者を対象とする再生可能交通燃

料義務制度の創設などを進めている。

そして、日本は、2008年の低炭素

社会づくり行動計画において2050年

までに温室効果ガス排出量を現状か

ら60～ 80%削減するという目標を定

め、2009年の国連気候変動首脳会議

では90年 比で2020年 までに25%削

減するという中期目標を提示してい

る。さらに、成立が期待される地球

温暖化対策基本法案では、公平で実

効性のある国際的枠組みの構築や意

欲的な目標の合意を前提として、い

ずれも90年比で温室効果ガスを2020

年までに25%削減、2050年 には80%

削減することに加えて、一次エネル

ギー供給に占める再生可能エネルギ

ーの割合を2020年 までに10%と する

ことなどを規定している。

日本では、これまでに地球温暖化

対策推進法をはじめ、省エネ法、新

エネ法、新エネ発電法、グリーン購

入法、環境配慮契約法、物流総合効

率化法等の制定・改正、京都議定書

目標達成計画の策定、自主参加型の

国内リト出量取引制度の運用開始など

がなされてきているものの、現状で

は上述の中長期目標の達成は容易で

はない。

こうしたなかで、国内外において

は、リト出量取引制度と連動するかた

ちで、もしくは、現行の各種施策で

は十分にカバーしきれていない幅広

い主体による活動に対して、更なる

温室効果ガスの削減を促すことを可

能にする手法の一つとして位置付け

られ、活用されつつあるのがカーボ

ン・オフセットである。カーボン・

オフセットは、各主体の自主性を基

本としつつ、各自が自らの排出量を

認識したうえで、市場メカニズムを

活用して柔軟に温室効果ガスの削減

に取 り組んでいくことを可能にする

政策手法であるといえる。

2.力…ボン・オフセットの概要
一般的に、カーボン・オフセット

とは、自らカリト出している温室効果

ガスの量を把握して、できるかぎり

の削減努力もしくは排出回避を行う

とともに、どうしても削減・回避し

きれない分を、他の場所で削減・吸

収された分で埋め合わせることをい

う。環境省の「我が国におけるカー

ボン・オフセットのあり方について

(指針 )」 (2008年 2月 策定)では、カ

ーボン・オフセットを「市民、企業、

NPO/NGO、 自治体、政府等の社会

の構成員が、自らの温室効果ガスの
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排出量を認識し、主体的にこれを削

減する努力を行うとともに、削減が

困難な部分のツト出量について、他の

場所で実現した温室効果ガスの排出

削減・吸収量等 (ク レジット)を購

入すること又は他の場所で排出削減・

吸収を実現するプロジェクトゃ活動

を実施すること等により、そのツト出

量の全部又は一部を埋め合わせるこ

と」と定義している。

カーボン・オフセットが行われる

ケースとしては、温室効果ガスのツト

出量にキャップがかけられている規

制対象施設・活動からのツト出量を埋

め合わせる場合と、自主的な削減努

力の一環として行われる場合とを想

定することができる。いずれの場合

においても、埋め合わせに用いられ

た排出削減量・吸収量に相当するク

レジットは、他の用途に使用される

ことがないように無効化されること

になる。

オフセットに用いることができる

クレジットには、大きく分けて、京

都議定書に基づくものとそれ以外の

ものとがある。前者には、いわゆる

京都メカニズムクレジットであるク

リーン開発メカニズム (CDM)と

共同実施 (JI)の クレジット (それ

ぞれCERと ERU)が含まれるが、イ

ギリスではこれにEU―ETSの クレジ

ット (EUA)も 位置付けている。

後者には、任意の基準に基づくさま
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ざまなクレジット (ヽEDがあるが、

日本の自主参加型国内排出量取引制

度 (ル
rETS)やオフセット・クレジ

ット (J‐VER)制 度のもとでのクレ

ジットはこれに当たる。

カーボン・オフセットの取り組み

は、①自らの行動にともなう温室効

果ガス排出量を認識する、②削減努

力を実施する、③避けられない排出

量を把握する、④上述③の排出量の

全部または一部に相当する量を他の

場所における排出削減量・吸収量で

埋め合わせるといった流れからなる。

まずは、自らの事業活動や日常生活

にともなう排出量を把握して「見え

る化」することが肝要となる。その

うえで、各自の創意工夫のもとで可

能な限りの排出削減努力を行い、そ

れでもなお削減しきれない部分につ

いて、オフセットの対象とする行為・

活動の範囲 (バ ウンダリ)を見極め

て、その分の排出量を算定する。そ

して、オフセットを行おうとするツト

出量分に相当するクレジットを取得

して、無効化する。こうした一連の

過程においては、オフセットプロバ

イダーなどの事業者が仲介するのが

一般的である。

カーボン・オフセットが広がるこ

とによって期待される効果としては、

上述の環境省指針によれば、以下の

ようなものがあるとされる。一つは、

温室効果ガスのリト出にともなうコス

卜意識を社会に組み込み、「見える

化→自分ごと化→削減努力→オフセ

ット」の流れを作り出すことで、低

炭素社会のバックボーンを形成し、

カーボン・ニュートラルヘ、さらに

はカーボン・マイナスヘとつなげて

いく機運を醸成するということであ

る。そして、もう一つは、blPO滑(Ю

や企業等が国内外で実施する、再生

可能エネルギーや省エネルギー技術・

設備の導入、森林整備や植林といっ

た、温室効果ガスの排出削減・吸収

に資するプロジェクトや活動に対し

て資金面で貢献することにつながる

ということである。

3.力…ボン・オフセットの課題
カーボン・オフセットは、温室効

果ガスの直接的な削減策ではないこ

とから気候変動問題の根本的な解決

方法ではないものの、既述のように、

気候変動問題への対応と各自の削減

努力の必要性への認識を高めるとと

もに、排出に対するコスト意識を付

与することで、削減に向けたインセ

ンティプを提供し得る手法である。

カーボン・オフセットがこうした効果

を発揮して、環境十全性 (enviromental

integ五 ty)の確保につながるものと

なるためには、まず何よりもその仕

組みが信頼に足るものでなければな

らない。

信頼性確保に向けては、次のよう
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な条件を満たすことが課題となる。

すなわち、①オフセットの対象とな

る活動にともなう排出量が一定の精

度をもって算定されること (正確性

の確保)、 ②オフセットに用いられ

るクレジットを生み出すプロジェク

トによる削減量・吸収量が実質的な

ものであり、客観的に検証可能なも

のであること (確実性と検証可能性

の確保)、 ③いったん削減・吸収さ

れたJ卜出量が再び大気中に放出され

ることがないこと(永続性の確保)、

④当該プロジェクトが実施されては

じめて可能になった削減・吸収であ

って、既存の他の施策等によってい

ずれにせよ実現されるはずであった

削減・吸収ではないこと (追加性の

確保)、 ⑤クレジットの流れが追跡

可能で、同一のクレジットが複数回

にわたって用いられる (ダブルカウ

ントがなされる)こ とがないよう、

当該クレジットの所有と使用を厳格

にコントロールできること (実施可

能性の確保)があげられる。

こうした点に留意しながら、より

信頼性の高い仕組みを構築していく

ことをとおして、すでに広がりをみ

せつつあるカーボン・オフセットの

取り組みを気候変動政策における有

効なツールとしてさらに成長させて

いくことが望まれる。



わが国におけるカーボン・オフセットの取り組み状況
環境省地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 室長補佐 塚本愛子

地球温暖化は、人類の生存基盤に

かかわる深刻な問題の一つであり、

早急な対策が必要とされている。わ

が国の温室効果ガス排出状況を見て

みると、2008年 度は12億8,600万 tと

なっており、1990年比で1.9%の 増

加となっている。経済状況の悪化等

により前年度と比較して6.2%の減

少となっているものの、京都議定書

におけるわが国の目標達成のために

は、現状よりも大幅な排出削減が必

要不可欠となっており、産業、運輸、

業務、家庭といったあらゆる分野に

おいて、市民、企業等の社会の構成

員が主体的にツト出削減を進めていく

ことが急務となっている。

このような主体的な取 り組みを促

進するための手法の一つとして、近

年、「カーボン・オフセット」が注

目されており、わが国において、カ

ーボン・オフセットの仕組みを利用

したと思われる取り組みは、報道発

表されたものだけでも累積で平成22

年 10月 末現在約1,000件把握されて

いる。

1.カーボン・オフセットの推進
このような中、環境省では、2008

年2月 に「我が国におけるカーボン・

オフセットのあ り方について (指

針)」 を策定するとともに、同年4

月にカーボン・オフセットフォーラ

ム (■ coF)を立ち上げ、民間事業

者や地方公共団体、市民等に対する

相談・支援、情報提供事業を開始し

た。2008年9月 以降、カーボン・オ

フセットの取り組みに関する透明性

の確保や信頼性の構築のため、「カ

ーボン・オフセットの対象活動から

生じるGH(リト出量の算定方法ガイド

ライン」、「カーボン・オフセット

の取組に係る信頼性構築のための情

報提供ガイドライン」、「カーボン・

オフセットの取組に対する第三者認

証機関による認証基準」を策定し、

2009年 4月 には、 (社)海外環境協力

センターにおいて、これらのガイド

ラインや認証基準に基づくカーボン・

オフセットの取 り組みを認証し、認

証ラベルを発行する制度が開始され、

これまでに40fIが認証されている。

2.カ ーボン・オフセットモデ
ル事業の実施

環境省では、カーボン・オフセッ

トの取 り組みの普及を図ることを目

的に、市民、企業等による主体的な

排出削減努力、具体的な地球温暖化

対策を誘発しモデルとなる取 り組み

を選定する「カーボン・オフセット

モデル事業」を平成20年 度から3か

年間実施している。これまで、日本

郵便のオフセット葉書など27件の取

り組みが採択されている。

2008年 10月 9日 には、環境省と英

国の環境・食料・農村地域省 (Defra)
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との間で、カーボン・オフセットの

推進に向けた情報交換の強化を図る

ための協力宣言文を締結した。この

協定を受け、2010年 3月 16日 「カー

ボン・オフセットとツト出量取引に関

する日英ワークショップ」を開催し、

英国エネルギー・気候変動省 (DECC)

の市場メカニズム担当官や国内の専

門家による議論が行われ、関連機関

同士の経験の共有や国や民間事業者

同士の交流などの重要性が確認され

た。

3.オフセット・クレジット

(J口VER)制度とは
これまで、カーボン・オフセット

では、主に京都メカニズムクレジッ

ト (特にCER)を用いるのが一般的

であったが、近年、カーボン・オフ

セットの取り組みを行う事業者等か

ら、国内の温室効果ガス排出削減・

吸収量を用いたいというニーズが高

まってきたことを踏まえ、2008年 11

月に、国内の温室効果ガス排出削減・

吸収活動から生じる排出削減・吸収

量をカーボン・オフセット等に用い

るクレジットとして認証する「オフ

セット・クレジット (J― 電ヽR)制度」

を創設した。

本制度によるクレジットの発行は、

市場における信頼性を確保するため、

IS014064-2、 3及びIS014065に 準

拠する制度文書に基づいて実施され
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■図-1 」―VER制度のフロー ■図-2 プロジェクト登録状況(2010年 10月現在)

種類別
登録プロジェクト数

地域別
登録プロジェクト数

近畿1-/

ている。

6.今後の展望
カーボン・オフセットは、温暖化

対策中期目標の25%削減を国民レベ

ルで推進していくため、平成22年 1

月14日 より開始された「チャレンジ

25キ ャンペーン」や「国等による環

境物品等の調達の推進等に関する法

律 (グ リーン購入法)」 に位置付け

られるなど、取り組みの一層の定着

が予想される。

一方、オフセット・クレジット(J―

VER)制 度については、新成長戦

略 (平成22年 6月 18日 閣議決定)に

おいて、中小企業等の低炭素投資策

として位置付けられており、重要な

温室効果ガス削減の取り組みの一つ

として促進されている。

このように、カーボン・オフセッ

トは、国・地方自治体・NGO/NPO・

民間事業者・市民が取 り組む温暖化

対策の有効な手段であると同時に、

温室効果ガス排出削減・吸収活動に

資金面で貢献するための仕組みであ

り、J―VER制度を活用することによ

り、これまで海外に投資されていた

資金が国内で還流し、地域経済の活

性化、国内の雇用確保といった効果

も期待される。今後、環境と経済を

両立するための重要な仕組みとして、

他の温暖化対策関連施策の動きとも

運動した更なる発展が望まれる。

ている (図 -1)。

また、本制度で促進支援すべきプ

ロジェクトの種類を予め特定し、リ

ス ト化 (ポ ジテイプリスト)し、方法

論・適格性基準等を公表している。

これにより、プロジェクト実施事業

者は、自らが実施しようとするプロ

ジェクトがポジテイプリストに掲載

され、適格性基準を満たしているこ

とを確認できれば本制度に参加する

ことができる。2010年 11月 現在、

排出削減系プロジェクト22種類、森

林吸収系プロジェクト3種類、非エ

ネ系プロジェクト1種類が掲載され

ている。

2010年 10月 31日 現在、オフセット・

クレジット (J‐VER)制 度に登録さ

れているプロジェクトは、41件 とな

っている。また、認証された23件の

プロジェクトから27,017t‐ C02の ク

レジットが発行されており、制度発

足当時 (2008年 )1,938t‐ C02であつ

た発行量が、10倍以上に増大した。

今後も、森林吸収系のクレジットを

中心に認証・発行増加が見込まれて

おり、J―VERを 活用したカーボン・

オフセット商品やサービスの新たな

展開が期待される (図 -2)。

4.都道府県J口VERプログ

ラム認証
本制度の全国的な普及を目的とし

て、都道府県が運営するクレジット

認証制度等のうち、本制度と整合し

ていると認められるものを「都道府

排出削減系
15

森林吸収系
26

県J‐VERプ ログラム」として認証す

る「都道府県J‐VERプログラム認証」

を2009年 12月 からスタートさせた。

都道府県J‐VERプ ログラムより発

行されるクレジットは、J―VER認証

運営委員会により認証・発行される

J‐VERと 同列にJ‐VER登録簿に発行

される。クレジット種別を分けるこ

とにより、異なる認証主体が発行す

るものであることを明確化している

が、それ以外の保有・移転・無効化

等J‐VER登録簿上の取 り扱いは、J‐

VERと 同様となっている。現在、新

潟県、高知県が認証されている。

5ロ オフセツト・クレジット

(J‐VER)制度普及のた

めの取り組み

"∞
年度より、J‐VER制度を活用

して市場ニーズの高いオフセット・

クレジット (」
―VER)を創出するプ

ロジェクトのアイデアをモデル事業

として募集し、対象プロジェクトの

拡大を図っている。また、制度の普

及啓発とプロジェクト案件の創出を

目的に、全国説明会の開催や、プロ

ジェクト実施事業者等の負担軽減の

ために、①申請書作成支援、妥当性

確認支援、②モニタリング報告書の

作成、検証受検支援を行っている。

平成21年度第二次補正事業におい

て、農林業や中小企業等における新

たな排出削減・吸収分野を開拓する

ために、」‐VER制度を活用する事業

者に対して設備投資への補助も行っ
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事例紹介/地方自治体の取り組み

横浜市のカーボン・オフセツトヘの取り組み
取材協力 :横浜市地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課 担当課長 関森雅之

担当課長 肇

二社
網

田士
口
閣因

横浜市は、平成20年 1月 に横浜市   CO―D030を実行するにあたり、

脱温暖化行動方針 (CO‐D030)を  横浜市は市民へのサービス提供を前

策定し、有効な制度や仕組みの構築  提としたコーディネーターとしての

などさまざまな取 り組みを進めてお  役割を明確にしながら、以下の 5つ

り、カーボン・オフセットの導入・  の取り組みを行っている。

推進もその取り組みの一つである。   1.推進本部の設置

政府から環境モデル都市にも選定  2.施策の具体化に向けた議論の場づ

され、脱地球温暖化に向けて積極的   くり

かつ先進的に活動している横浜市地  3.条例の制定の検討等

球温暖化対策事業本部地球温暖化対  4.市民・事業者・行政の協働

策課からお話をうかがった。     5.国 内外の先進的な都市等との連携

と情報発信

1.カーボ ン・オフセット導 入の   「平成20年 に地球温暖化対策事

背景              業本部を設置して以来、東京都市大

CO― D030では、2004年 度比で  学環境情報学部の伊坪徳宏准教授と

2025年度までに一人当たりの温室効  連携し、まずは地球温暖化対策事業

果ガス (C02)を 30%以 上削減、  本部の関与するイベントや会議等に

2050年度までに60%以上削減という  おけるC02排 出量を把握することか

目標を掲げている。ここでは「生活」、  ら始め、他部局主催のイベント等ヘ

「ビジネス」、「建物」、「交通」、「再生  の展開を図るなど、少しずつ着実に

可能エネルギー」、「都市と緑」、「市  カーボン・オフセットの事例を重ね

役所」の7分野で具体的な政策方針  てきました。カーボン・オフセット

を立てており、その方針の中でカー  の一層の普及に向けて、現在マニュ

ボン・オフセットの導入を進めるこ  アル作成を検討中であり、区民まつ

ととしている。 りや運動会などといった地域への普

■図-1「 APEC横浜」におけるカーボン・オフセット

715トンーC02
(見込)を

カーボン・オフセット

①Yokohamaエ コ活.

家庭における温室効果ガス削減が

重要視されるなか、CO―D030の更

なる推進を図るため、日常生活で誰

もが気軽に参力日できる
・
身近なエコ

活動"の
輪を広げていくことを目指

した新キャンペーン「Yokohama工
コ活。～あなたの毎日に、エコをプ

ラスしよう。～」を2010年よりはじ

めている。
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及、民間企業主催のイベントでの協

業といった企業への普及を目指し、

さまざまな取 り組みを進めていま

す。」 (①参照)

2.事例 1～APEC横浜開催
平成20年度から小さなイベントで

のカーボン・オフセット事例を積み

重ねてきた横浜市は、平成21年には、

横浜開港150周年の記念事業として

開催された「開国博Y150」 といっ

た大規模なイベントにおいてもカー

ボン・オフセットを実施した。

また、平成22年 H月 7～ 14日 に横

浜で開催された「APEC横浜」の開

催期間中の会議場 (パシフィコ横浜)

と会議場周辺のホテルでの電力・ガ

ス・水などの使用にともなうC02排

出量についてCDMプロジェクトに

より発行された京都メカニズムクレ

ジット (CER)を購入し、715tを カ

ーボン・オフセットする計画である

(図 -1)。

具体的には、市民による「はまっ

子どうし The Water」 購入と子供に

横浜市では、一定規模以上の温

室効果ガスを排出する事業者と

横浜市が相互に連携を図りなが

ら、温室効果ガスの排出の抑制

等に向けた取り組みを計画的に

進めている。やまなしの森づくり

C02吸収認証制度への誘導も

行つていることも横浜市の特色

である。
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■図-2 市内の小学生による
「環境絵日記」

よる「環境絵日記」応募が、カーボ

ン・オフセットの原資となる取り組

みである。

(1)横浜市オフィシャル・ウォーター

「はまつ子どうし丁he Water」

平成22年 7～ 11月 の販売本数に応

じて売 り上げの一部で、1本につき

lkg― C02の クレジットを購入し、

APEC横浜開催のカーボン・オフセ

ットに使用した旨を明示して、日本

政府の償却口座に移転 (寄付)する。

70万本の販売により700tを相殺する

計画である。

(2)「環境絵日記」

環境絵日記実行委員会が費用負担

し、横浜市内の小学生等からの応募

作品1枚につきlkg‐ C02の クレジッ

トを購入し、APEC横浜開催のカー

ボン・オフセットに使用した旨を明

示して、日本政府の償却口座に移転

(寄付)する。今回、約1万 5千作品

の応募があり15tを 相殺する予定で

ある (図 -2)。

3.事例2～山梨県道志村と

の連携
横浜市は水源地である山梨県道志

村、山梨県と連携し、農山村地域の

森林資源を活用したカーボン・オフ

水源地の自治体と連携し、森林資源を活用した
カーボン・オフセット事業

主 L

が予算計上してどんどんオフセット

を進めればよいということではなく、

各主体がどのように費用負担を分か

ち合うかを考えていくことが重要で

す。」

(2)普及に向けた課題

カーボン・オフセットの考え方そ

のものがまだ普及途上であることか

ら、イベントで取り組む場合など、

主催者や参加者に十分に理解しても

らうことが必要である。

「横浜市においてカーボン・オフ

セットが広く普及するまでは、市が

先導的にお手本となるように牽引し

ていかなければいけません。市民や

企業がカーボン・オフセットに積極

的に取り組もうとする時に、敷居の

高い仕組みであってはいけません。

J卜出量の算定などにあたっての信頼

性や厳密性を保ちつつ、一定の自由

度をいかにして保つか、そのバラン

スが重要と考えます。」

5.まとめ
「温室効果ガスの削減は、気持ち

がないと進みません。『市民だけが

実施する』、『企業だけが負担する』

という仕組みではなく、市民や企業

の皆さんが『いいものだ』と賛同で

き、かつ積極的に参画できるような

使い勝手の良いカーボン・オフセッ

トの仕組みづくりを目指し、横浜市

は試行錯誤しながらその具現化に向

けて検討を進めているところです。」

取材を行った横浜市では、市長の

林文子氏が提唱する、「10年後の市

政はこうありたいという『おもてな

しの心』」を行政のスタンスとして、

先進的で市民の使い勝手が良い地球

温暖化対策への取り組みをすすめて

いる。  (編集委員:岩本亮介//三島成久)

・図．３
日

L
<二:ヽ
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〓
囲

|
|

0圏 雇

セット事業を展開している (図 ―D。

横浜市では、地球温暖化対策計画

書制度 (②参照)を平成22年 4月 に

改正し、市内事業者の排出量の報告

時に、森林による吸収量を調整後排

出量の算定に活用できるようにし、

山梨県の認証制度 (や まなしの森づ

くり・C02吸収認証制度)も その対

象となるようにした。

「単にC02削減で終わるのではな

く、C02削減を介して地域の活性化

も期待できます。また道志村への森

林体験ツアーの実施によって人と人

との交流を深めるなど、心の部分も

大切にしていきたいと思います。」

4口今 後 の 課 題

(1)行政としての費用負担

「カーボン・オフセットで何にお

金がかかるかを明確にした上で (排

出削減量の調査、クレジットの購

入)、 費用負担のあり方について検

討する必要があります。市としてこ

の費用を予算科目として扱えるかど

うかも課題です。これまでは直接費

用を支払うのではなく、イベントで

あれば運営を委託する業者が負担し

たり、入場料に上乗せをしたりする

例がありますが、いずれにしても市
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事例紹介/民間企業の取り組み

CO‐Netと鹿島建設 (株)の取り組み
取材協力 :鹿島建設株式会社 環境本部地球環境室 次長 三浦一彦

カーボン・オフセットを持続可能

な取り組みとして推進していくため

には、企業等の理解の促進や市場の

醸成が必要である。「カーボン・オ

フセット推進ネットワーク (以下、

CO‐Net)」 は、カーボン・オフセ

ットに取 り組む民間企業同士の横の

つなが りを強化し、カーボン・オフ

セットの更なる推進を目指 して、

(社)海外環境協カセンターが事務

局となって2009年 4月 に設立された。

CO―Netの理事会社でもある鹿島建

設 (株)の三浦一彦氏から、その活

動の状況についてうかがった。また、

企業の先進的な事例として同社の取

り組みについてもお話しいただいた。

1.CO口Netの活動状況
CO‐Netは、意欲的な会員企業に

支えられ、設立以来 1年半余 りの間

に、すでに9回のカーボン・オフセッ

ト推進委員会と6回のGH(リト出削減・

吸収プロジェクト推進委員会を開催

するなど、非常に活発な活動を展開

している。各々の会員が制度や仕組

みについて理解を深め取り組みを進

めるだけでなく、カーボン・オフセ

ットに関する需要の喚起や市場形成

の促進、カーボン・オフセット商品・

サービスの開発や信頼性向上の凱

信頼性の高いクレジットを生み出す

GHαリト出削減・吸収プロジェクトの

創出支援、各制度との連携やカーボ

ン・オフセット活用拡大に向けた提

言等を行ってきた。

また委員会は、環境省や林野庁な

どの担当部局に制度の概要や運用状

況について講演を依頼するなど、制

度の組み立て側である関係省庁との

奇諄ない意見交換により、J―VER制

度の醸成にも一役買っている。「行

政と民間との距離を縮めるのも一つ

のねらいです。制度をつくるのは行

政でも、出資し、運用するのは民間

です。双方の意見交換がないと、う

まく機能する制度はできません。」

三浦氏はこの点を強調した。

2.CO‐ Netの会員企業や 自

治体

CO‐Netの 会員は現在、理事15社、

監事2社、一般会員53社 と、17の 自

治体で構成されている。

会員企業は、クレジットを作る企

業、これを買ってオフセットする企

業、取 り組みを検証する検証機関、

クレジットを

仲介するオフ

セット・プロ

バイダーのい

ずれかである。

このなかでは

ォフセットを

する、または

オフセット関

連商品を売る
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企業の割合が多い。また、これらの

活動を支援するオフセット・プロバ

イダーも多数参加している。こうし

たオフセットの種類としては、消費

者が商品やサービスを購入するごと

に一定量のC02を オフセットする「自

己活動オフセット支援」がもっとも

多く、飲料、文房具、衣料品等、対

象商品・サービスは多岐にわたって

いる。また、商品の製造や利用、サ

ービスの利用により排出されるC02

の一部または全部をオフセットする

「商品使用・サービス利用オフセット」

も、その対象はさまざまだが、交通

機関や自動車、旅行など、算定しや

すい移動によるツト出量をオフセット

するものが多くなっている。「『低

炭素社会』という機運を逆風ではな

くビジネスチャンスと捉えている企

業が積極的に取り組んでいます。オ

フセットという付加価値をつけるこ

とで他社の商品やサービスとの差別

化を狙っているのです。」

■図 カーボン・オフセット推進ネットワーク会員の連携イメージ
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第6回 GHG排 出削減・吸収プロジェクト

推進委員会の様子

一方、排出削減や吸収プロジェク

トの実施は企業の社会的責任 (CSR)

として取り組んでいる場合が多く、

鹿島建設もその一つである。

いずれも、地球温暖化対策基本法

成立後の「キャップ・アンド・トレ

ード方式」が実現すれば、クレジッ

トの需要増大が予測されることも、

取り組みの追い風になっている。

なお、自治体では吸収プロジェク

トを推進している場合が多いが、こ

れは林業や地域の振興といった側面

が強い。

3日鹿島建設の排出削減・吸

収プロジエクト
鹿島建設では、社有林を利用した

吸収プロジェクト、バイオディーゼ

ルや食品残澄のメタン発酵によるグ

リーン電力発電といった排出削減プ

ロジェクト等を進めている。今回は、

J―VERプ ロジェクトとして認証を受

けている社有林の整備プロジェクト

について詳細をうかがった。

「社有林のプロジェクトは宮崎と

福島の2箇所で認証を受けています。

宮崎では、もともとグループ会社に

管理を委託していた人工造林地の整

備事業を」‐ヽ収 制度に適用しました。

一方、福島では『広葉樹を魅せる林

業』を目指しています。現在認証さ

れている吸収プロジェクトの多くが

吸収量の多いスギ・ヒノキなどの人

吸収プロジェクトとして登録された

福島の社有林

工造林地の間伐事業ですが、生物多

様性を考えると、広葉樹林も整備さ

れてほしい、という願いを込めて取

り組みました。今では、春にさまざ

まな花が林床を飾ったり、鳥類が訪

れたりと、気持ちのいい落葉広葉樹

林になっています。同じような広葉

樹林を持っている企業からの問い合

わせも受けています。」

ツト出削減や吸収プロジェクトでは、

発行されたクレジットと事業費を天

秤にかければ大きく事業費に傾く。

こうしたギヤップを少しでも埋めて

いくために、クレジットや事業に、

「生物多様性」等、更なる付加価値

をつけていくことも重要である。間

伐材の活用や生物多様性の保全・評

価のあり方など、今後の課題も多い

が、先行的に事業を牽引してきた三

浦氏の言葉は明るく力強い。

鹿島建設では、事業により発行さ

れた」‐VERは 自社の活動のオフセッ

トに活用する。建物環境性能評価

(CASBEE)でもカーボン・クレジ

ットのi舌用が認められるようになり、

また、同社が早期実現を目指すゼロ・

エネルギー・ビル (ZEB)に 向けて

の最後の砦としても期待されている。

4.わが国のカーボン・オフ

セットの展望
これまで、クレジットといえば海

外から購入する京都メカニズムクレ
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ジット (CER)がほとんどであった

が、J―VER制度が創設されてから、

国内の排出削減・吸収プロジェクト

が続々と登録されている。わが国の

国土の6割以上を覆う広大な森林の

大半は人工造林地か二次林で、整備

により吸収量の増大が見込まれる場

合が多く、現在取 り引きされている

クレジットの多くが国内の吸収プロ

ジェクトで賄える可能性がある。

しかし、カーボン・オフセットが

ビジネスとして成立するためには、

まだカーボン・オフセットの認知度

が低い。CO‐Netは さまざまな主体

に働きかけることで現状の改善に取

り組んでいるが、「低炭素社会」を

目指す行政への期待も大きい。

5日JEAS会員へのメッセージ
最後に、会員へのメッセージをい

ただいた。「まず、制度とそのメリ

ット・デメリットをしっかりと理解

してください。地域づくりのような

活動のなかでは、吸収プロジェクト

といった制度を組み込んでいくこと

で、地方が中央とつながったり、活

動の一つの動機付けになったりする

場合もあると思います。」自然環境

保全の現場では、順応的管理の体制

づくりが課題となる場合が多い。オ

フセット・クレジットも一つのツー

ルとして活かせる可能性があると感

じた。  (編集委員 :高木圭子/塚本 篤)

:¬
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全で、いきいきした海岸」は、
の総合的土砂管理」から

「美しく、安
「流砂系

JEAS ESSAY

1999年に海岸法が改正されたが、

これを議論するために設置された

海岸管理検討委員会の最終回の閉

会近 くになって、委員の一人から

この検討会の目玉は何なんだろう

か、と言う疑間が発せられた。そ

の機会を提えて著者が提案したの

が「美 しく、安全で、いきいきし

た海岸」というフレーズである。

「美しく、安全で、いきいきした」

は著者が常々考え方や行動の規範

としていたものであり、その後ろ

には「国土」を始めとして様々な

言葉がつながる。

私の学生の頃から河川には治水、

利水、親水と言う言葉があった。

それに学んで、著者は海岸につい

て、自然・生態、安全・防災、開

発・利用という3つ のカテゴリー

を用いて整理していた。そして、

それをコピーにしたのが「美しく、

安全で、いきいきした海岸」であ

る。

1956年 に海岸法が制定された際

には、高潮 。津波に頻繁に襲われ

ていたために、安全・防災の差 し

迫った必要性が極めて高く、法律

の目的には防護のみが書き込まれ

ていた。

航路浚渫土砂によって復元された塩性湿地

(米国サンフランシスコ湾)

しかし、海岸は様々な機能を有

している。海岸は陸と海との境界

地帯であり、また地圏、水圏、大

気圏の接する領域とも言えること

から、環境傾度が大きい、すなわ

ち環境の変化が著しい独特の場を

提供する。このため、生態系にと

つて不可欠な場となっている。そ

の基礎として、水と酸素が豊富で、

海底にも太陽光が届 く環境である

ために、光合成による一次生産が

極めて活発であり、それが餌とな

って生態系へのエネルギー供給を

支えていることがある。そして、

様々な魚類の産卵・孵化・成長の

場として、鳥類の採餌場として、

代替不可能な生虐、場となる。海域

だけではなく、陸域も海岸付近に
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東京大学副学長・大学院新領域創成科学研究科教授

磯部 雅彦
■執筆者略歴
1975年 東京大学工学部土木工学科卒
1981年 工学博士 (東京大学)

1983年 横浜国立大学工学部土木工学科助教授
1992年 東京大学工学部土木工学科教授
1999年 東京大学大学院新領域創成科学研究科

環境学専攻教授
2005年 東京大学大学院新領域創成科学研究科長

(2007年 3月 まで)

2006年 東京大学大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻教授 (現職)

2009年 東京大学副学長

土木学会副会長、科学技術学術審議会海洋開発
分科会委員、総合海洋政策本部参与、環境省閉
鎖性海域中長期ビジョン策定に係る懇談会委員、
東京湾の環境をよくするために行動する会会長など

は独特な植物が繁茂するとともに、

ウミガメの産卵に象徴されるよう

に、生物種の生活史の中で、ごく

限られた期間であつても不可欠な

場となっているものも多い。

また、人間の利用面での海岸の

重要性 も大きい。海水浴などのレ

クリエーション利用もあれば、港

湾・漁港・工業用地から発電所・

空港まで様々な生活・産業関連活

動での利用が国力を支えている。

委員会でも3つ のカテゴリーの

機能の議論を重ねていたことから、

先のフレーズの提案となり、それ

が最後の一瞬でタイトルとなり、

1998年 12月 に報告書がまとまった。

そして、改正海岸法では法律の目

的が防護、環境、利用となった。

「



そうは言っても3つ の目的は互

いに相反する場合も多いから、な

かなか実現はたやすいことではな

い。しかし、広い砂浜があること

はすべてにとって好都合な面が多

いのである。砂浜に成立する独特

な生態系がある。砂浜をレクリエ

ーションの場として利用すること

もできる。また、時化のときには

高波を沖で砕波させて、海岸に打

ち寄せる波のエネルギーを吸収す

ることにより、高潮の被害を軽減

することができる。砂丘があれば

津波に対 しても災害を軽減する効

果がある。

海岸侵食を止め、砂浜を維持す

るとなると、砂の1又支をバランス

させることが不可欠である。そこ

で、土砂管理が必要ということに

■図 土砂循環のイメージ

なる。河川審議会の下に総合土砂

管理小委員会が設置され、山地、

河川、海岸を通 した国の部局が参

加して、総合的な土砂管理につい

て議論されることになったのが、

上述の委員会の少し前である。そ

して、1998年 7月 に報告書を取 り

まとめた。

ここでの議論のポイントは、山、

川、海をつないでいかに土砂を管

理すべきか、その際に土砂の総量

だけでなく、粒径にも配慮すべき

であるということであった。その

時、河川を流れる土砂には流砂と

いう言葉が使われており、海岸を

流れる土砂には漂砂という言葉が

使われていることから、両方を合

わせた土砂移動の範囲を表す言葉

がなかった。そこで、「流砂系」

という言葉を造語 した。最初は土

砂系という言葉を言い出したのだ

が、どうも響きが悪いので、その

次の委員会までに考え直し、改め

て「流砂系」を提案 した。この造

語には消極的な意見 もあったのだ

が、河川局長の方が応援 してくれ

て、取 り入れられたのを記憶 して

いる。

昨年 (2010年 )は生物多様性に

関するcoPloが名古屋で開かれ、

その減少を食い止めるための議論

がなされた。生物多様性を回復す

るためにできることで最も重要な

ことの一つは、生物の生息環境を

整えることであろう。生′息環境に

は地形が支配的な要素である。地

形を形作るのは土砂であり、その

ためには流砂系の総合的土砂管理

が欠かせない。土砂は貴重な資源

である。

今や流砂系の総合的土砂管理は

河川・海岸管理の中で重要課題と

なっており、天竜川を手始めに従

来には考えられない大規模な土砂

供給の増加が実現 しつつある。今

後、このような事業により、海岸

侵食を食い止めて、地球温暖化に

よる海面上昇にも適応する、美 し

く、安全で、いきいきした海岸を

実現したいものである。
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環境アセスメント士紹介
このコーナーは、各支部の推薦により環境アセスメント士を紹介しています(五十音順に掲載)。

環境アセスメント士になって

復建調査設計株式会社は、主に西日

本に支社・事務所を配置し (東京以北

では仙台、札幌、海外ではミャンマー

に事務所があります)、 地盤興県 防災

空間情報、社会基盤整備、環境、計画・

建築、交通計画などの分野を中心に、

総合建設コンサルタントとして業務を

行っています。

復建調査設計 (株 )

TEL 082-506-1837
http://www.fukken.co.jp/

このうち、環境分野は、水圏環境、

新エネ・資源循環、空間創造 (生活環

境系の調査・予測・保全計画等)、 生

物環境の4つの課から構成され、本社の

広島を拠点に、東京、大阪、福岡にサ

テライトオフイスを設けています。

私は入社後、主に港湾事業、廃棄物

処理事業、道路事業等に係る環境影響

評価業務を担当してきました。現在は、

環境技術部空間創造課の一員として、

本社広島で環境影響評価業務、環境保

全計画検討業務などを行っています。

環境アセスメント士の筆記試験では、

私が経験した条例アセスを題材に、コ

ミュニケーション (住民が理解しやす

い説明資料の作成等)に係る課題及び

解決策等について記述しました。

本資格取得後は、本資格が受注の資

格要件に指定されている業務の機会が

なかったこともあり、対外的なアピー

生活環境部門 (H17年 )

大下 茂

ルになっていな

い状況ですが、

自分自身の発言・

行動に対する責任感が強くなり、自己

研鑽意識の向上につながりました。

また、社内では、プロポーザル作成

において、環境配慮事項等に関する相

談を受けることが多くなったと感じて

います。さらに、環境アセスメント士

取得に向けた取 り組みが、その後の技

術士 (建設部門/建設環境)合格にも

つながりました。

最後に私事ですが、わが家では妻が

家庭菜園、息子がカプトムシの飼育に

熱中しています。理科離れが懸念され

ている現在において、理系一家 ?で頑

張っています。今後も私が生活環境部

門、妻と息子が自然環境部門 ?の技術

者として、家族一体で資質の向上に努

めていきたいと考えています。

国 環境アセスヘの思い

【会社紹介】

中電環境テクノス株式会社は、中国

電カグループとして火力・原子力発電

所の環境保全設備や発電に必要な付属

設備の運転、化学分析、環境調査、海

運など、環境分野を主体とした技術と

幅広いサービスを提供しています。

私が所属する環境部環境調査グルー

プでは、①環境影響評価法などに基づ

中電環境テクノス(株 )

TEL 082-242-0291
http://www.e‐ cktjp/

く各種手続き、環境調査などの総合コ

ンサルタント、方法書、準備書、評価

書など各図書の作成、②水質、底質、

海生生物、大気、騒音・振動、農作物・

樹木、社会環境などの調査及び解析、

③環境調査計画資料の作成、環境用語

集の作成やパソコンによる作図、作表

などの業務を行っています。

【携わつている業務】

私は、入社以来約30年間にわたって

環境調査業務を担当しており、主に火力、

原子力発電所の建設などの環境アセス

メントにおける海域の水質、底質、海

生生物調査に携わってきました。近年

では、これらの業務の他に、テレメー

タによる大気汚染物質の連続測定業務

なども行っています。今後も、いろい

ろな業務に携わり、環境分野の幅広い

知識を習得したいと思っています。

【環境アセスヘの思い】
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頃 (昭和30年代)は、カプトムシ、ク

ワガタ、フナ、 トンボなどを捕ること

に熱中していました。しかし、開発が

進むにつれ、これらの生物の生息場所

が減少し、以前ほど簡単には捕れなく

なってしまいました。「開発」による

「生息場所の減少」という事実を子供

の頃に体験し、環境アセスメントの重

要性を認識しています。

環境アセスメントがこれまで以上に

十分に機能し、「開発」と「生物多様

性の維持」という相反する課題を克服し、

100年後も生物多様性が維持されるこ

とを願っています。また、環境アセス

メント士として微力ではあります力ヽ  「開

発」と「生物多様性の維持」の両方に

貢献していきたいと考えています。

自然環境部門 (H20年 )

下西 孝

私は自然と触

れ合うことが大

好きで、子供の
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JEAS環境アセスメント士紹介

環境アセスメント士資格に対する期待
自然環境部門 (H17年 )

中原泰彦

西部環境調査株式会社は九州の西の

端、長崎県佐世保市の東部に位置する

三川内地区の佐世保テクノパーク内に

本社があります。

当社は陸域調査部門、海域調査部門、

分析・解析部門の3部門で構成され、幅

広い環境分野に取 り組んでいます。陸

上・海域両部門ともに物理環境分野、

生物分野及び化学分野の専門スタッフ

西部環境調査 (株 )

TEL 0956-20-3232
httpノ/www.serc jp/

をそろえ、多角的な調査・解析・評価

を実施しております。

わが社では、「地球的に考え、地域

的に行動しよう」というWHOのテー

ゼを掲げ、「グローバルに考え、ロー

カルに行動する」をモットーに、「顧

客の満足のため、顧客ニーズの追求に

努め、環境調査で社会に貢献する企業

を目指す。」をISOの 品質方針とし、

自然界の現象を適正・的確に計量・調査・

研究し、適切なアセスメントを行うこ

とにより、長期的な環境保全の「みち

じるべ」を提示できればと考えながら

業務にあたっております。

私が環境アセスメント士を受験した

理由は、開発で失われる自然・野生生

物を保全する仕事にもっと携わってい

きたいという思いからでした。

しかし、残念ながらこれまで環境ア

セスメント士の資格を活用できたのは、

1例 のみ ときわ

めて少ないのが

現状です。私は

技術士 (建 設部門/建設環境)を取得

しており、こちらは管理技術者の資格要

件として頻繁に採用されています。環境

アセスメント士の資格に対する認知度、

信頼性がよリー層高まることを願います。

環境アセスメント士の継続教育(CPD)

制度では、5年間で250単位を取得する

ことが更新の条件 となっています。

CPDの取得は、私にとっては予想以上

に厳しく、高いハードルでした。

CPDに よる更新制度は、技術士には

現在のところ存在しないため、環境ア

セスメント士の信頼性向上へのアピー

ルポイントとなると考えられます。間

近に控える更新がそのよい機会となり、

環境アセスメント士の活躍の場が大き

く拡がっていくことを期待しています。

「技術士」取るなら「アセス士」も

私の勤務する株式会社テクノ中部は、

名古屋市に本社がある中部電カグルー

プの会社です。事業としては、環境調

査・測定・分析の他、発電所における

各種設備の運転・管理、発電所燃料の

荷役・通関、石炭灰の販売、海事コン

サルタント等多岐にわたります。

このうち環境技術部門は、会社設立

以来30年以上にわたり、環境アセスメ

(株)テクノ中部
TEL 052-614-7167
httpノ /www.techno‐ chubu.co jp/

ント、水質・生物・大気・騒音等の各

種環境調査、測定・分析及び研究を実

施してきており、環境に関して幅広く

豊富な実績があります。特に、魚類等

水生生物の行動把握やモニタリングに

有効な、バイオテレメトリー技術は、

誇ることのできる技術の一つです。

私は、平成 3年に入社以来、カジメ

類・ガラモ類の藻場造成、発電所への

クラゲ流入防止研究、発電所へ流入し

た海生生物の有効利用調査、海域・河

川の水質・水生生物調査、発電所関連

の海域モニタリング等、水域の各種環

境調査・研究に携わってきました。

また、業務の傍ら自己研鑽にも励み、

技術士 (水産部門・建設部門)、 環境

計量士 (濃度関係)等の国家資格を取

得しました。環境アセスメント士につ

いては、平成17年 度に生活環境部門、

18年 度に自然環境部門と、両部門を取
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生活環境部門 (H17年 )・ 自然環境部門 (H18年 )

吉田 謙

得 してお りま

す。取得のため

の勉強について

は、技術士の受験時期とほぼ重なって

いたので、環境影響評価の基本を一通

り再確認する程度でしたが、何とか合

格できました。現在あるいは近い将来

技術士取得を目指している方、ぜひ環

境アセスメント士にもチャレンジして、

一兎のみならず二兎も三兎も得て下さい。

名刺に環境アセスメント士を入れて

4年以上になり、客先等から資格につ

いて尋ねられる度にPRを し続けていま

す。まだ認知度の低い資格ですが、資

格の認知度や信頼性の向上に少しでも

つながればと思います。

今後とも微力ながら、自己研鑽と業

界・資格のPRに努めていきたいと思い

ます。

ＪＥＡＳ
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研究部会発表会
平成22年度第2回公開セミナーが、東京グリーンパレスにて開催された。今回は協会研究部会に

よる最近2か年の研究報告である。

期日 平成22年 9月 3日

1 自然環境影響評価技法研究会報告

自然環境分野の効果的・具体的な環境保全措置を検討

するため2002～ 2009年 に行われた「生態系の定量的予測・

評価に関する研究」が報告書としてとりまとめられた。

研究では、本年10月 に開催されるCOP10や SEAな どの

動向や環境省との意見交換により「定量的予測・評価方

法に係る情報の共有化」及び「アセスでの生物多様性の

評価整理」に取り組むこととし、情報の共有化のツール

としてJEASのホームページでの情報発信の検討が行われ

定量的予測手法に関する用語解説、定量的予測手法の紹

介やこれまで研究し作成されたHЫモデル・ケース等を「自

然環境の定量的予測手法支援サイト」として開設した。

また、生物多様性の評価として、CoPloに 向けた研究会

からの提言と今後の研究テーマの策定がとりまとめられた。

支援サイトは昨年 7月 から協会ホームページ上に公開

されているが、Webブラウザから編集などが行えるWk
を用いたもので、会員の情報で内容の充実が図られるこ

ともあり、自然環境分野での課題であった定量的予測・

評価の実現と技術の普及に向けより多くの利用を望みた

い。

(レ ポーター:(株 )ニュージェック 黒瀬英治)

2条 例アセス研究会報告

同研究会は平成14年度より活動が開始されており、地

方自治体及びFAS会員へのアンケート調査による実態調

査の結果が報告されている。今回は前回の成果及び昨年7

月に出された環境省の「環境影響評価制度総合研究会」

による事後調査を今後の課題ととらえる旨の報告を受け、

「その2」 として「チェックリストの作成とより良い事

後調査の提言」と題した報告がなされた。

具体的には、事後調査についてサンプルとした自治体

の条例等からチェック項目を抽出し作成したチェックリ

ストにより、既存事例から計画書、報告書 (工事中、供

用後)を評価し、より良い計画書・報告書の作成上の課題・

留意点を検討し、提言としてとりまとめたものである。

併せて、追加的保全措置の実施事例も報告された。

研究会は18名 のメンバーで構成されており、新しい分

野である事後調査技術の習得・向上に対する意欲の高さ

をうかがわせるものであった。

また、事例を比較的類似点の多い事業で分類した上で

分類ごとに解析するなど、今後のアセスに生かせるよう

にとの配慮が感じられた。

(レポーター :(株)ニュージェック 黒瀬英治)

3政 策課題研究会報告

政策課題研究会のメンバーによる自主的環境影響評価、

いわゆるミニアセスに関する報告である。

同研究会では、平成18年度より「ミニアセス」を研究

テーマとしてとりあげ、会員からのアンケー ト方式によ

り集めた情報をもとに「自主的環境影響評価実施ガイド

ブック素案」としてとりまとめた。

ソースは会員からの62件の事例ではあるが、これまで

自主的な環境影響評価の実態を分析したものはなく、事

業種類での風力発電施設関係等の実施状況や、住民対応、

行政対応での有効性に関する感触など、アセス実務者に

とって「知りたい」ことに言及された有用な資料となっ

ている。

米国などに比べわが国の環境アセスメントの実施場面

は少ない現状があるが、自主アセスを含んだ環境影響評

価の実施動向が、地域の中に環境保全を実現していく大

きな契機であることを考えると、ガイドブックという表

現ながら事例集をはじめガイドラインに近い内容を備え

た本資料の有効活用が期待される。まさに、ミニアセス

は環境影響評価の「業務範囲の拡大に十分寄与できる」

と考えられるからである。

(レ ポーター :ア ジア航測 (株)塚 本吉雄)
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琵琶湖の魚と環境
～魚から環境を考える～

講師

期日

滋賀県琵琶湖環境部滋賀県立琵琶湖博物館主席総括学芸員前畑政善

平成22年9月 10日

琵琶湖の魚類が減った原因のうち生息・産卵環境の劣

化と外来種の増加に絞って解説いただき、私たちが魚に

限らず、なぜ身の回りの自然とそこにいる生き物を守ろ

うとするのか、またその意義についてお話いただいた。

1外来種の影響を考える

外来種の進入と繁殖については多様なケースが見られる。

外来生物の定着過程として、爆発的に増加・減少の後、

最終的に安定期となるが、生物の多様性が減少した安定

期となってしまう。外来種自体が悪いわけではなく、人

為的に外来種を用いて対策を行うことが問題である。

2魚類の生息・産卵環境の荒廃

河川横断工作物や湖岸道路による魚類等生物の移動の

阻害や、内湖、ヨシ帯が干拓、埋め立てにより減少し、

産卵環境は荒廃した。水田地帯は生産力が高い産卵場 (二

次的自然)と して、生物が利用していたが、近年では、

圃場整備により水辺移行帯が減少し、産卵場力弩肖失した。

整備した部分は、元の自然には戻らないが、水田、小溝、

溜池などの二次的自然を用いて機能を戻すことが求めら

れる。

3地域の自然・生き物を守るとはどういうことか

湖国では、琵琶湖の魚をもとにさまざまな文化が発達

してきた。生物多様性が失われることで、文化もともに

喪失する。身のまわりの自然と文化は渾然一体のもので

あり、人間も含めて、どの生き物も生態系の一員である

ことから、人間が自然と関わっていくうえで、どのよう

に折り合いをつけて、生態系への影響を抑えていくかが

課題である。生物多様性を保全する意義として、単に貴

重種等の生物を保全することを目標として考えるのでは

なく、生物多様性が失われることで、地域の文化もとも

に喪失するといった、人間と自然との関わりを念頭にお

いて考えていく必要があると感じた。

(レ ポーター :(株 )環境総合テクノス 加村貴志)

生物多様性センターでの

自然環境情報の提供

環境省自然環境局 生物多様性センター長 水谷知生

平成22年9月 10日

生物多様性の保全に貢献するための中核的拠点として

富士山麓に設置された生物多様性センターでの業務と情

報提供について、ご紹介いただいた。

1生物多様性センターの業務内容

業務は大きく分けて2種類実施されている。一つは「自

然環境保全基礎調査」で1973年度から実施され、内容は、

植生調査、特定植物群落調査、動物分布調査、千潟・藻場・

サンゴ礁調査、海岸調査、河川・湖沼調査、自然景観資源調

査、身近な生き物調査等が実施されている。もう一つは「モ

ニタリングサイトlCXXl」 で2003年から、全国のさまざま

なタイプの生態系 (森林・草原、里地里山、湖沼・湿原、

砂浜、磯、千潟、アマモ場、藻場、サンゴ礁、島嶼)に

10006所 程度の調査サイトを設置し、100年以上を目標と

した長期継続モニタリングが実施されている。

2調査データの情報提供について

全国の植生図が提供されているが、動物分布図では調

査者の意向等で制約が生じる部分もあり、すべてのデー

タが提供されているわけではない。また、一部のデータ

はGIS化 も実施されているが、メッシュデータを旧測地

系から世界測地系へ変換する作業等が残っている。

3計画段階でのアセスメント調査の既存資料としての

データの活用について

調査方法 (委託方法)や調査時期がさまざまであるため、

データの活用に際しては、調査手法やデータの新旧等に

ついて注意が必要である。また、不存在情報としての活

用は、誤った活用法である。

4今後の生物多様性センターでの調査の課題

動物分布調査や沿岸域調査は、委託方法や調査者の確

保という点で、過去と同規模での実施は困難なため、実

現性のある調査への絞り込みが必要となる。また、継続

実施は調査者の育成という観点から非常に重要である。

(レ ポーター :三洋テクノマリン (株) 中嶋―郎)

講師

期日
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(1)急速な都市化に伴う上海の環境状況の変遷及び都市生物多様性への影響
講師 華東師範大学環境科学系主任 教授 達 良俊

(2)都市環境における生物多様性への取組
講師 京者5大学大学院地球環境学堂 教授 森本幸裕

パネルディスカッション

(3)都市における生物多様性確保について
パネラー 華東師範大学環境科学系主任 教授 達 良俊

京都大学大学院地球環境学堂 教授 森本幸裕
前愛知県環境部長 。あいち産業振興機構 理事長 藤井敏夫
名古屋市環境局顧問 加藤正嗣

コーディネーター (社 )日 本環境アセスメン ト協会 中部支部長 佐藤正次郎

期日 平成22年 10月 19日

1 急速な都市化に伴う上海の環境状況の変遷及び都市

生物多様性への影饗

目覚ましい経済発展を遂げ、急速な都市化が進展する

上海市における環境状況の変遷 (1983-2005)を 大気汚染、

水質汚濁、ヒートアイランドの年変化から説明し、都市

化による生物多様性への影響を植物種数の調査結果をも

とに解説するとともに、環境の改善に向けて、上海市が

都市生態学として取り組むべき課題について講演された。

上海市の大気汚染については、工場のばい煙を発生源

とするSOxil■度は減少傾向にあるが、自動車台数の急激

な増加にともないNOx濃度が上昇しており、特に都市部

において顕著である。水質汚濁については、工業J卜水量

が減り生活JF水量が増える傾向にあり、大河川より中小

河川の汚濁が著しい。特に農村部では水道水の使用量が

増え、中小河川に生活ごみを廃棄する影響が大きい。都

市部と郊外部の温度差が拡大するヒートアイランド現象

の発生頻度が多くなっている。

上海市で、過去に確認された534種 の草本植物は、今

回の調査では231種確認されたのみで分布域も減少してお

り、都市開発が生物多様性に大きな影響を与えている。

侵入植物や人工的な植樹の量は増えてはいるが、生物多

様性の質を十分に満足している状況ではない。

最近では、上海市も経済発展の弊害として環境影響を

認識できるようになり、物質的な成長から人の生存を本

位とする考え方に転換し、環境の改善に向け取り組みつ

つある。経済成長速度を追求せず、協調と持続可能な発

展に重点を置くとともに農耕地の保全を見直し、生態系

の保全を目標とした三つの生態原則を打ち出している。

都市生態学として生物多様性を確保するために、上海市

では生態林と多自然型河川づくりに取り組んでいるが、

課題は多い。上海の気候に適応できない外来樹種を街路

樹に植え、越冬できずに枯らしたり、大量の殺虫剤が散

布され虫や′鳥が鳴かない「沈黙の春」を経験してきた。

自然を模倣し、優れた環境技術、生態技術を取り入れ、

都市の生物多様性の確保に努力したいと結び、上海市で

の生物多様性の確保に向けた決意を感じた講演であった。

2 都市環境における生物多様性への取組

「なぜ都市に生物多様性が必要なのか」という課題を

題材として、「都市における生物多様性とデザイン」ネ

ットワーク国際会議 (uBIo"lo)で 議論された都市生

活者への恩恵や「都市の生物多様性指標」の必要性を紹

介されるとともに、都市の生物多様性の危機の実態、ハ

ビタット (生息場所)と しての都市緑地の役割、気候変

動に賢く対応をするための生物多様性について講演された。

都市は自然を切り開いた場所であるから生物がいなく

ても当然であるが、都市にも野生動植物はやってきて、

ある種の庭園や鎮守の森や都市デザインなどの人間の都

市的な営為が希少種の存続にも貢献している。大規模緑地、

小さな緑、日本庭園などは三次的自然といえる。

都市の立地する場所には共通性があり、そこを生息場

所とする種の存続には都市のデザインに責任がある。千潟、

氾濫原湿地、丘陵地の湧水湿地、エコトーンと緑回廊なa
もともとのハビタットになりうる場所のデザインは、都

市の生物多様性の確保に重要である。特に、氾濫原の生

物多様性の再生は、気温上昇や洪水対応など気候変動へ

の賢い適応である。
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COP10会場、藤前千潟、
愛知万博跡地

国

の
卸
等 見学

期日 平成22年 10月 20日

今回の野外セミナーはCOP10の 開催を記念して企画さ

れたもので、事業変更によって生物多様性が保全された

開発事業をテーマに、「藤前千潟」及び「海上の森」な

どを視察した。

「藤前干潟」ではまず稲永ビジターセンターに入り、

環境省の高辻陽介氏から、ごみの埋立予定地であったこ

の干潟が、ラムサール条約登録湿地として保全された経

緯を、ビデオを織り交ぜて解説いただいた。屋外に出ると、

千潮を迎えた千潟が眼前に広がり、 ミサゴやカモが生き

生きと活動する様子は、まさに都会のオアシスである。

その後、COP10に合わせ開催されている生物多様性交

流フェアの会場に立ち寄り、世界各国の機関・企業が生

物多様性に関する展示を行っているブースを見学し、愛

知県瀬戸市の「海上の森」に向かった。

「海上の森」では2班に分かれ、「愛・地球博の環境

影響評価」・「海上の森の里山」と題した講演を聴き、「海

上の森の会」ガイドの案内で森の中を散策した。

散策では、ガイドの方の熱意に触れ、博覧会の計画地

に選定されながら、希少生物の存在や文化的価値の高さ

から大規模な開発を免れた「海上の森」が百年後も多様

な自然を保つには、人の知恵と力が欠かせないと感じた。

講演では、 (株)ニ ュージェックの黒瀬英治氏から博覧

会の環境影響評価について、アセス法制化前から、計画

段階アセスに通じる先進的な取り組みをし、幾多の技術

的な課題を克服したことをうかがい、アジア航測 (株 )

の松沢孝晋氏からは、里山には都市から奥山まで多様な

段階があり、生息する生物相も異なっているため、保全

の手法も段階に合わせて選ぶことの重要性をうかがった。

干潟から里山までさまざまな土地を巡り、事業変更に

よって保全された自然を体感することで、環境アセスメ

ントが生物多様性保全に果たすべき役割を再認識した。

(レ ポーター : (財 )岐阜県公衆衛生検査センター 鈴木良樹)

自然との日常的なふれあいは健全な人間生活に不可欠

であり、都市の生物や自然は生態系サービスとしての経

済的価値を持っている。

便利で安全な都市生活が一番であるが、日先の利便性

と安全を追求したデザインが、大きなコストとリスクに

なることもある。堤防は短期的にはリスクを低減するが、

長期的には海岸を侵食し、かえって大きな災害を及ぼす

こともある。

都市の生物多様性が都市生活者に大きな影響を与えて

いることと、生物多様性に都市デザインが重要な役割を

果たしていることを、数多くの事例をあげ理解しやすく

解説され、非常に有意義な講演であった。

3バネルディスカッシ∃ン賭S市における生物多様性確保

について」

藤井氏が「COP10後の環境アセスメント」と題し、生

物多様性の確保に環境アセスメントを活用するには、戦

略的アセスメントの実施、生態系への配慮の充実 (HEP手

法など、生態系サービス評価方法の確立、生態系情報の

体系的整備)、 事業者のセルフコントロールから地域マ

ネジメントシステムヘとより効果のある運用が必要であ

ると講演された。

加藤氏は「生物多様性は、田舎や途上国の話か ?」 と

題し、名古屋市の自然状況を例として、都市インフラと

して自然再生をする必要があり、コンパクトシテイ (住宅・

店舗・職場を駅そばに誘導し、公共交通に寄り添う土地

利用、空き地をまとめハビタットをつなぎ緑地、菜園化

をすすめる都市計画)を形成し、土・水・緑再生の必要

性について講演された。

上記の講演後、「都市と生物多様性」と「環境アセス

の新しい役割」をキーワードとして、各パネラーが意見

を述べ、コーデイネーターがまとめて終了した。

(レポーター:(財)東海技術センター 高橋孝廣)
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「国内クレジット制度」活用に向けて～減C02を考えるセミナー～

(1)「国内クレジット制度」について
講師 経済産業省九州経済産業局資源エネルギー環境部環境対策課 課長補佐 山口 透

(2)「国内クレジット制度」ソフト支援事業について
環境テクノス (株) 武下明義講師

(3)

講師

(4)

「カーボン・オフセット事業」について
カーボンフリーコンサルティング (株) 取締役 池田陸郎

講師

期日

「減C02活動と企業CSR」 について
NPO法人 えふネット福岡 専務理事兼事務局長 蓼原典明

平成22年9月 24日

1「国内クレジット箱J度」について

国内クレジット制度は、中小企業、農林業、民生部門 (サ

ービス業)における排出量削減を促進し、さらに京都メ

カニズムクレジット購入に充てられていた資金を国内・

地域への投資、排出削減に振 り向けることを目的として

いる。この制度は、中小企業等のJ卜出削減事業者が削減

事業を行って得た削減量について、公的な認証を受けた

後に共同実施者がクレジットを買い上げることによって

行われていることが説明された。

事業の申請、承認は幅広い業種で行われており、現時

点で認証済の国内クレジットは138件、66万t‐ C02である

こと、制度の推進のために、ソフト支援事業として認証

手続きに係る助成が行われ、ハード (事業本体)支援と

して各種の低利貸付金、補助金等の支援策が用意されて

いることが紹介された。

2「国内クレジット制度」ソフト支援事業について

国内クレジット制度のソフト支援事業として、排出削

減事業者に対して、排出削減診断、排出削減事業計画作

成支援、実績報告書の作成支援を無料で実施している。

なお、手続きの金銭的支援としてソフト支援事業者を仲

介した審査費用、報告書確認費用の支援もある。また、

排出削減事業者と共同実施者のマッチング (紹介、条件

調整)も 実施している。この制度を利用した2事例につい

て、C02排出量のモニタリングによる新たな負担はごく

軽いことが説明された。

国内クレジット制度への排出削減事業者の参加のメリ

ットとして、クレジット売却益の享受とともに、社会へ

の環境面でのPR効果が見込めることが示された。また、

共同実施者のメリットとしては、自主行動計画等の目標

達成、省エネ法・温対法への対策に反映可能、CSR効果

が見込める他、カーボン・オフセットに活用することも

可能であることが示された。

3「カーボン・オフセット事業」について

国内クレジット制度の活用事例として、事業実施者か

ら共同実施者へ売却したJ卜出削減量の一部を、地域の施

設やイベントなどからのC02排出削減量のクレジットと

して流通させる地域貢献型のカーボン・オフセットにつ

いての提案があった。

事例として、夏祭りの臨時照明等より生ずるC02を地

元企業からのクレジット提供によリカーボン・オフセッ

トした事例、商店街のイルミネーションイベントより生

ずるC02を 酒造会社のボイラー更新によるクレジットで

賄った事例が紹介された。

4「減C02活動と企業CSR」 について

企業と地域の関わりについては、今までは地域とあま

り関わらないものであったが、今後は減C02活動、環境

配慮意識の社員・家族への啓発、地域との関わり、社会

性ビジネスの産業化による知的ビジネスヘの業態変革等

によって、企業と地域が一体となり、社会、地域貢献を

目的としたものとなる必要がある。また、地域側でも、

環境配慮意識等の啓蒙を続けることにより地域力 (住民

が自ら考え創造する智恵と努力により成り立つ力)を 高

められる可能性があることが示された。

(レ ポーター :(株)東京久栄 伊賀上孝徳 )
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(レ ポーター :沖縄環境調査 (株) 綱谷幸代)

沖縄県の環境事情

(1)沖縄の漂着ごみについて
講師 沖縄県文化環境部環境整備課 課長 下地岳芳

(2)地球温暖化に伴う気候変化を踏まえた今後のダムのあり方
講師 内閣府沖縄総合事務局北部ダム事務所 副所長 新垣 哲

(3)琉 球 諸 島 の 生 物 多 様 性 の 保 全 と 活 用 ～ 石 西 礁 湖 自然 再 生 な どを通 して 見 えること～

講師 環境省那覇自然環境事務所 所長 奥田直久

期日 平成22年 11月 4日

沖縄におけるJEASセ ミナーは、平成13年、平成19年 に

続き、3回 目の開催となった。九州支部から九州・沖縄支

部への改名も新たなスタートという気持ちであると平良

支部長より挨拶があった。

1沖縄の漂着こみについて

沖縄は、島嶼県で海岸線が長く、東シナ海 (大陸側)

に面しているため、漂着ごみの問題は、重要な課題とな

っており、対策が急務となっている。

漂着ごみは、昔は漁具のガラス玉等、再利用できるご

みも多かったが、最近はプラスチックごみが主流に変化

してきており、医療廃棄物や冷蔵庫等、混在している状

況である。また、台風後の流木等も多く、海岸域を覆い

尽くすこともある。

沖縄県では、漂着ごみに関する調査研究を平成16年度

から本格的に進めており、現在は委員会を設置し、漂着

ごみの実態調査、モニタリング調査、普及・啓発活動等

に取り組んでおり、地域計画を定め、重点区域の対策を

検討している。平成21年7月 に成立した「海岸漂着物処理

推進法 (略称)」 では、①処理責任の明確化 (外交含む)、

②民間団体等との連携・教育、③財政上の措置の3点 を柱

に、取り組みを推進している。

2地球温暖化に伴う気候変化を踏まえた今後のダムの

あり方

平成22年6月 に沖縄総合事務局北部ダム事務所へ提言

された「地球温暖化に伴う気候変化を踏まえた今後のダ

ムのあり方～沖縄らしい豊かな水環境づくりのために～」

(地球温暖化に伴う気候変化を踏まえた将来の沖縄の水

問題を考える懇談会)についての概要説明であった。

この提言は、沖縄における現状認識、今後の予測・影響、

取り組みを柱とした内容で、本土とは異なる特徴を有し

た沖縄のダム事情を示すもので、沖縄県は、本土と比べ

ると年降水量が多く、降雨が一時期に集中し、短く急流

な河川 (流量変動大)、 流域面積が小さいため水資源賦

存量は少ない等、安定的な運用が難しい地域である。気

候変動により想定される現象は、集中豪雨や水温上昇 (水

質悪化)等が考えられ、その影響の予測幅を十分に認識

しながら取り組む必要があり、モニタリング、解析、遊

休水源利用可能性の検討、関係機関との連携等を柔軟か

つ継続的に進めていく提言がなされている。

3琉球諸島の生物多様性の保全と活用～石西礁湖自然

再生などを通して見えること～

琉球諸島は、大陸との分離・結合を繰り返してきたため、

特有な生物進化が成り立っている。この価値について、

サンゴ礁と干潟・湿地を代表例として講話された。

「生物多様性」とは、単に生物種が多く、その種を守

るだけではなく、バランスのとれた健全な生態系が存在し、

その恵みが持続的に利用可能である状態を示す。

「石西礁湖自然再生事業」では、モニタリング調査、

修復事業、オニヒトデ駆除事業、評価手法の確立、広報

啓発等に関して取り組んでおり、「自然再生推進法」に

則って協議会を設置し、「撹乱要因の除去」・「積極的

な環境創成」・「持続可能な利用管理」を柱に役割分担

を決めて展開している。

「国指定漫湖鳥獣保護区の保全事業」では、マングロ

ープ林の拡大やマングースの侵入等、渡り鳥飛来に影響

を及ぼしている要因の解明、効果的な再生手法、地域住

民合意形成・住民参加型保全活動等を進めている。
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沖縄県の米軍施設

嘉

等
(普天間飛行場、 手納飛行場、
キャンプ0シュワブ )見学

期日 平成22年 11月 5日

平成22年 度の九州・沖縄支部野外セミナーには26名が

参加し、沖縄本島中北部の広大な面積を占めている米軍

施設をバスで移動しながら見学した。

最初に宜野湾市の「嘉数高台」から普天間飛行場を見

学した。ここでは、沖縄防衛局の担当者から同飛行場の

移設についてご紹介いただいたが、移設・返還にともな

う課題として、①返還後の跡地利用、②軍用地料 (約

3,000人 に総額60億 円)に代わる収入、③場内従業員約

200人 の再就職、の3つがあるという話が印象に残った。

次の嘉手納飛行場は、隣接する「道の駅かでな」の展

望フロアから見学した。到着後間もなくして戦闘機が次々

と飛び立っていく様子を目の当たりにし、その迫力に圧

倒された。また、場内は米軍とその家族約1万人が生活す

るための施設が何でもそろっており、従業員数は県内最

大の雇用規模との説明を聞き、その広大さを実感した。

最後の見学先となった普天間飛行場の移設予定先であ

る名護市辺野古・大浦湾海域では、キャンプ・シュワブ

に隣接する「平和の塔」にて、再び沖縄防衛局の担当者

から説明をいただき、環境影響評価手続きの進捗状況、

ジュゴンやサンゴ類の現状等についての理解を深めた。

今回の野外セミナーは、朝9時前に沖縄県庁前を出発

し、丸1日 かけてのバス移動による視察であったが、車中

でのガイドさんの説明も視察の趣旨に沿って用意された

内容で得るものが多く、有意義な1目 を過ごすことができ

た。

(レ ポーター :いであ (株)青 木 博)

昨年度に引き続き、環境アセスメント業務の

売上額、従業員数、資格保有状況等の現状

及び協会活動に関する会員の意向等につい

て調査を実施した。アンケートの回収率は

77.7%であった。

1.会員の地域分布及び業種区分

会員数は平成22年9月 現在184法人であり、昨年度同時

期より16社減少している。

会員の分布は関東 (53.3%)が過半数を占め、次いで九州・

沖縄 (10.3%)、 東海 (9.2%)、 近畿 (7.6%)、 中国 (6.0%)

であり、北海道、東北、北陸、甲信越は2～ 4%と なって

いる。また、四国の会員は1法人と少ない。

会員の業種区分は、もっとも多いのが「専門サービス業」

健設コンサルタント業、測量業等)の 61%で、次いで「そ

の他事業サービス業」 (環境湖1定・分析業等)27%であ

り、この2業種で90%近 くを占める。そのほか「総合工事

業」、「学術・研究開発機関」 (シ ンクタンク等)、 「情報サ

ービス業」及び「その他」の業種で構成されている。会員

の業種は、環境アセスメントに関係する多様な業種によ

って構成されていることが大きな特徴であり、その特徴

を活動に活かすことが求められている。

2.環境アセスメント及び環境関連業務の売上

実績ベースでみると、環境部門の平成21年度の売上は、

143社 合計で862.4億 円である (表 -1)。 環境部門の売上

を回答率で割り戻し会員全体の値を推定すると、平成
"

年度1,860億 円、平成21年度1,HO億円となり、21年度の

売上額は20年度より大幅に減少していることになる。

外注費は、平成21年度では142社 合計で164.0億 円、平

均で1.15億円となっており、1社平均では20年度の2.11億

円より大幅に低下している (表 -2)。

3.環境関連部門にかかわる従業員経験年数

環境関連業務に従事する従業員数を経験年数別に集計し、

表-3に示した。

環境関連業務従事従業員数を経験年数別にみると、 1

社平均の従業員数は42.5人であり、経験年数5年 未満8.4

人、経験年数5年 ～13年未満13.3人、経験年数13年以上

20.8人 となっており、経験豊富な技術者の割合がもっと
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普天間飛行場の見学 (嘉 数高台) 名護市辺野古海域の見学 (平和の塔)
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定期アンケート調査報告九州・沖縄支部 野外セミナ…・ レポー ト



区分

平成 19年度 平成20年度    平成21年度

回答173社計 1社平均 回答130社計 1社平均 1回答143社計 1社平均

①環境アセスメント業務 691 1 399 4A4.1 3.72 | 3Or.8 2. I I
2環境関連業務 9778 565 1  7619 

‐
 586 1  5606 1 392

合   計 1,6689 965 1,2460 1 958 1  8624 603

単位 :億円 (実績)

境部門の外注費

も多い。この傾向は例年同様であり、見方によっては技

術者の高齢イヒが進んでいるともいえる。

4.環境アセスメント士、技術士等資格保有状況

環境アセスメント1に 、技術士及び技術士捕の3資格に

ついて、経験年数別に保有者数を集計し、表-4に示した。

l社平均の資格保有者数は、環境アセスメント±1.6人 、

技術±8.3人 、技術士補6.2人 であり、環境アセスメント

士がもっとも少ない結果となっている。資格保有者を経

験年数別にみると、環境アセスメント士、技術士は経験

年数13年以上がもっとも多くなっている。

しかし、環境アセスメント士の登録者数は現在395名

であるが、今回のアンケートでは回答143社合計で229人

と少なく、アンケート結果が実態を表しているかどうか

検討を要する面もある。

5.従業員の出身学部

従業員の出身学部は、工学部、理学部、農学部、水産

学部が多い。環境アセスメントを実施するためには生活

環境部門、自然環境部門の両方の専門家を必要とするこ

とから例年ほぼ同様の傾向がみられる。また、環境アセ

■表-3 経験年数別従業員数 単位 :人

■表-4 経験年数別資格保有状況 単位 :人

スメントの手続きにはマネジメント能力と広範な知識が

必要とされることから、理工学系に限らず文科系出身者も

従事しており、政治、経済、社会学部出身者も全従業員

の1割弱を占めている。

6.協会活動への評価及び意見・要望等

協会活動に対する評価では、「非常によくやっている」

H%(昨年度12%)、 「よくやっている」56%(昨年度61%)

と2/3程度がおおむね肯定的意見を示している。

「有意義であった協会活動」としては、例年同様セミ

ナー・研修、情報提供、JEASニ ュースの発行、研究活動、

支部活動であり、協会活動全般に対して肯定的な意見が

かなりみられた。

7.協会活動に対する意見

協会活動に対する自由意見の概要は以下のとおりである。

①地方会員に対するサービスを充実してほしい。セミナ

ーについても、地方開催の回数を増やし、首都圏との

格差を是正してほしい。

②環境アセスメント士の社会的地位の向上について尽力

してほしい。資格要件としての位置付け、財政基盤の

安定化、試験の地方開催等について検討してほしい。

③戦略的環境アセスメント、生物多様性等タイムリーな

テーマに関するセミナーの開催を検討してほしい。

④ホームページの充実等、更なる情報提供について検討

してはしい。

定期アンケートで会員から寄せられたご意見等につい

てはその内容について検討し、今後の協会活動に反映で

きるよう十分な配慮が必要である。

最後に、定期アンケートにご協力いただいた皆さまに

心よりおネしを申し上げます。
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■表-2 環 単位 (実績

区分

平成 19年度 平成20年度 平成21年度

回答155社計 1社平均 回答116社計 1社平均 回答142社計 1社平均

①環境アセスメント業務 ]7841 121 1  1328 1 1 14 688  048

②環境関連業務 1812   122 1155 1 100 951 1 067

合   計 3596 1 243 2443 1 211 1  1640 1 1 15

区 分 回答 143社計 1社平均

経験5年未満 1,207 84

経験5年～13年未満 1,906 133

経験 13年以上 2,970 208

合   計 6,083 425

区 分
回答 143社計 1社平均

アセス士 技術士 技術士補 アセス士 技術士 技術士補

経験5年未満社員 ] 5 170 00 o.o 1.2

経験5年～13年未満 67 181 383 05 13 27

経験13年以上 161 1,000 334 11 70 23

合   計 229 1,186 887 16 83 62

アセス士 :環境アセスメント士 (」 EAS事務局 )



協会活動記録

研修部会

平成22年 9月 30日 (木 )

①生活環境部門 14名

②自然環境部門 11名

m■●目 JIr"膚
・Il,】 i li)`コ困踵畷謝 :L摯 子■

平年支22葺¬1月 6日 (■ )。 7日 (日 )

(1)アセスつて何?
」EAS研修部会長 高山 登

(2)アセスメントを活かそう!

元産業技術総合研究所
環境アセスメント学会理事 石川公敏

(3)アセスの現場を体感しよう!

「NEC本社ビル、六本木ヒルズ、首都高速中央環状線」
」EAS教育研修委員 黒崎靖介

(4)アセス図書を読もう !

」EAS研修部会長 高山 登
」EAS教育研修委員 伊豆倉博之、小林真人

小栗太郎、酒井 学

(5)アセスのこれからを知ろう !

法政大学社会学部教授
環境アセスメント学会理事 田中 充

(6)アセスと関わろう!

元」EAS教育研修委員 吉田俊幸

平成22年 12月 1日 (水 )

「口頭発表」及び「展示発表」

京都大学大学院地球環境学堂
教授 森本幸裕

(3)バネルディスカッション「都市にお

ける生物多様性確保について」
華東師範大学環境科学系主任

教授 達 良俊
京都大学大学院地球環境学堂

教授 森本幸裕
前愛知県環境部長。あいち産業振興機構

理事長 藤井敏夫

平成22年 10月 20日 (水 )

「COP10会場、藤前干潟、愛知万博跡

地等の見学」

関西支部

平成22年 9月 10日 (金 )

(1)「生物多様性センターでの自然環

境情報の提供」
環境省自然環境局生物多様性センター

センター長 水谷知生

(2)「琵琶湖の魚と環境～魚から環境

を考える～」
滋賀県琵琶湖環境部滋賀県立琵琶湖博物館

(2)「国内クレジット制度」ソフト支援事

業について
環境テクノス鮮朱)武 下明義

(3)「カーボン。オフセット事業」について
カーボンフリーコンサルティング(株 )

取締役 池田陸郎

(4)「減C02活動と企業CSR」 について
NPO法人えふネット福岡 蓼原典明

平成22年 11月 4日 (木 )・ 5日 (金 )

沖縄県の環境事情

(1)技術セミナ… 4日 (木)55名
①沖縄の漂着こみについて

沖縄県文化環境部環境整備課
課長 下地岳芳

②地球温暖化に伴う気候変化を踏まえた
今後のダムのあり方

内閣府沖縄総合事務局北部ダム事務所
副所長 新垣 哲

③琉球諸島の生物多様性の保全と活用
～石西礁湖自然再生などを通して見える
こと～

環境省那覇自然環境事務所
所長 奥田直久

(2)野外セミナー 5日 (金)26名
「沖縄県の米軍施設 (普天間飛行場、嘉手
納飛行場、キャンプ・シュワブ等)見学」
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社名変更

北海道支部

平成22年 11月 11日 (木 )

(1)「サケの母川回帰の多様性と保全

手法」
北海道大学北方生物圏フィールド科学センター

教授 上田 宏

(2)「希少種ニホンザリガニの保全と

その技術」
北海道立総合研究機構水産研究本部

稚内水産試験場 川井唯史

中部支部

平成22年 11月 11日 (木 )。 12日 (金 )

1日目「中池見人と自然ふれあいの里」
2日 目「エコトビア亀岡」

九州 。沖縄支部

平成22年 9月 24日 (金 )

「国内クレジット制度」活用に向けて

～減C02を考えるセミナー～

(1)「国内クレジット制度」について
経済産業省九州経済産業局資源エネルギー

環境部環境対策課 課長補佐 山口 透

(株)ク レアリア (平成22年 8月 )

(株 )アイ。エヌ。エー

今号表紙の写真は、「地球温暖化」
の影響でしょうか、最近すっかり見な

くなりました「霜柱」です。寒々しい

冬の、寂しげにも見える写真ですが、

陽の光、空気、水、土、といった生態

系の生息空間構成要素の中に小さな息

吹もあり、主役の霜柱のディテールは、

「静」の中にも力強い「動」が感じら

れ、生物多様性について考えさせられ

ます。

昨年は10月 に「生物多様性」の名

古屋COP10、 11月 に「地球温暖化防

止」のカンクンCOP16が開催され、地

球環境問題は、もはや一般的となりま

した。無論、これらの問題は、今号の特

集やレポートのテーマともなっていま

す。今年が良い年で、環境アセスメン

ト士が活躍できる年でありますように。

(編集委員 三島成久)

ミツクス

使用 した紙

FSC‐ C020495

□

□

平成22年 10月 19日 (火 )

(1)「急速な都市化に伴う上海の環境状

況の変遷及び都市生物多様性への影響」
華東師範大学環境科学系主任

教授 達 良俊

(2)「都市環境における生物多様性ヘ

の取組」

訃報
Ч
l協 会llll事 を務めていただいており

ました中|||II:夫氏 (三 井共同建設コン

サルタント株式会社会長)が 、平成22

角ill月 1()||に 逝去さオ■ました 3こ こに

:Iん でお・llllや みを|IIし 11げます。

●表紙 :標 高約500mの山中にある池のほとりにできた霜柱 (長 崎県佐世保市世知原町国見峠)/撮影 :栗林慧 (写 真提供 :ネイチャー・プロダクション)
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名古屋市環境局顧間 加藤正嗣

主席総括学芸員 前畑政善
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